
インセンティブ制度に係る
令和元年度実績の評価方法等について

資料２



〔検討の背景〕

○ 新型コロナウイルス感染症の影響により、協会が行う特定健診や特定保健指導等の実施状況について、都道府県により地域

差が生じていることを踏まえ、令和元年度インセンティブ制度の評価方法等を検討する必要がある。

○ 具体的には、令和２年２月以降、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、以下の協会の業務を縮小又は中止とした

ことの影響を考慮する必要がある。

● 協会主催の集団健診 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 指標1、指標2、指標3

● 対面による特定保健指導（協会保健師等） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 指標2

● 医療機関への受診に係る一次勧奨文書送付対象者への支部での二次勧奨 ・・・ 指標4

● 見える化ツール等を活用した医療機関・薬局への訪問による情報提供 ・・・・・・・・ 指標5

○ また、上記以外の状況として、契約健診機関が自主的に健診業務を中止したことや、加入者の医療機関・健診機関への受診

の自粛があったことにも留意する必要がある。

〔論点〕

① 令和元年度実績を令和３年度保険料率に反映する場合において、０．００７％と既に定められているが、令和元年度実績に

は、予期できない新型コロナウイルス感染症の影響があったため、０．００７％のままとしてよいか。

② 各評価指標の令和元年度実績を確定するにあたり、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、評価方法を変更する必要が

あるか。

（１）インセンティブ制度に係る新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた対応の考え方
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〔現行制度について〕
○ 健康保険法施行令において、インセンティブ分の保険料率として、後期高齢者支援金に係る保険料率の中に、0.01％を盛り込むことと

されている。
○ また、平成30年度の制度開始時に、制度導入に伴う激変緩和措置として、インセンティブ分の保険料率は、３年間で段階的に導入する

こととされている。
・ 平成30年度の実績（令和２年度保険料率）：0.004％ ・ 令和元年度の実績（令和３年度保険料率）：0.007％ ・ 令和２年度の実績（令和４年度保険料率）：0.01％

〔対応案〕
○ 令和元年度実績については、新型コロナウイルス感染症の感染拡大があったので、受診の自粛等が起きており、その影響があると考

えられるが、当該影響は令和２年３月のみの限定的なものであることに加え、論点②で示す評価方法案を採用した場合、当該影響は最
小限に抑えられると考えられることから、当初方針どおりに実施してはどうか。

○ なお、令和2年度実績を令和4年度保険料率に反映する際のインセンティブ分の保険料率は、0.01％に引き上げることとされている。し
かしながら、令和2年度実績については、政府による緊急事態宣言（4月7日～5月25日）が発出されるなど、年度当初から新型コロナウイ
ルス感染症の影響を受けているため、予定どおり引き上げることとしてよいか、改めて検討する必要がある。

（２）論点について

〔評価方法の検討〕
○ 業務の縮小又は中止による影響及び評価方法の案については、３ページ以降でお示しするとおり。
○ 今後、11月に開催予定の運営委員会において、9月の運営委員会の議論、支部評議会の意見を踏まえた評価方法案及び令和元年

度実績（確定値）をお示しする予定。
○ なお、評価指標ごとに評価方法案による得点を算出しているが、現時点で集計出来ている令和2年8月19日時点の速報値を活用して

いることに留意する必要がある。

【参考】評価指標ごとの対象月
○ 本検討で使用する令和元年度の実績については、令和2年8月19日時点で集計できるデータを活用をしていることから、各評価指標

の対象月は以下のとおりとなる。
【指標１】特定健診等の実施率 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 平成31年４月～令和２年３月（速報値）
【指標２】特定保健指導の実施率 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 平成31年４月～令和２年３月（速報値）
【指標３】特定保健指導対象者の減少率 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 平成31年４月～令和２年３月（速報値）
【指標４】医療機関への受診勧奨を受けた要治療者の医療機関受診率 ・ ・ 平成31年４月～令和元年12月に受診勧奨を行った者の

うち、受診勧奨から３か月後までに医療機関を受診した
【指標５】後発医薬品の使用割合 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 平成31年４月～令和２年３月（確定値）
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（実績算出方法：40歳以上の加入者のうち、特定健診を受診した者の数）
１．縮小・中止した業務

（１）内容：協会主催の集団健診

（２）期間：令和2年3月4日から5月31日まで（３ヵ月）

２．令和元年度実績への影響
○ 協会主催の集団健診の中止。

○ 全国で53ヵ所の契約健診機関が自主的に健診業務を中止。

○ 令和2年3月に健診予定であった生活習慣病予防健診の申込者のうち、約9万人がキャンセル。

○ 新型コロナウイルス感染症による影響は、以上のような集団健診の中止や生活習慣病予防健診申込者のキャンセルなどにより、地域によって大き

な差が生じた。

３．評価方法の検討
〔現行どおり〕 平成31年4月から令和2年3月分実績で評価

・メリット ：満年度の実績値で評価ができる。

・デメリット：令和2年3月分の実績について、新型コロナウイルス感染症の影響を受ける。

〔案①〕 平成31年4月から令和2年2月分実績で評価

・メリット ：新型コロナウイルス感染症の影響が出る前の実績で評価ができる。

・デメリット：例年3月に受診者数の多い地域は、影響を受ける。

〔案②〕 令和2年3月は実績がなかったものとして、平成28・29・30年度において、3月実績が通年に占める割合を基に平成31年4月から令和2年2月分

実績に補正をかけたものと、令和元年度実績との、高い方の値により評価

・メリット ：過去3年分の傾向を基にした3月の受診見込み者数を反映できる。

・デメリット：過去3年分の傾向が反映されるため、令和2年3月分は推計となる。

４．結論（案）

案②により評価を実施してはどうか。

〔考察〕
○ 現行どおりの場合、新型コロナウイルス感染症の影響は支部ごとに差異があり、公平性に欠ける。
○ 案①については、３月の集団健診を多く予定していた支部など、例年3月に実績値を伸ばす支部にとって不利となり、公平性に欠ける。

○ 案②については、過去３年の３月実績を基に補正することで、新型コロナウイルス感染症の影響を抑えることができる。また、厚生労働省

の「第38回保険者による健診・保健指導等に関する検討会」において、健康保険組合・共済組合の後期高齢者支援金加算・減算制度

は、同様の方法にて補正する方向で検討されている。

以上により、案②による評価を実施することが適当と考えられる。なお、現行どおりの場合と案②における各支部の得点差の最大値は1.7点、最小値は－1.0

点。

（３－１）【指標１】特定健診等の実施率
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（３－２）【指標１】特定健診等の実施率

〔案②〕 令和2年3月は実績がなかったものとして、平成28・29・30年度において、3月実績が通年に占める割合を基に平成31年4月
から令和2年2月分実績に補正をかけたものと、令和元年度実績との、高い方の値により評価
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※緑塗潰しセル：プラスの得点差が最大、赤塗潰しセル：マイナスの得点差が最大

北海道 青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 茨城 栃木 群馬 埼玉 千葉 東京 神奈川 新潟 富山 石川 福井 山梨 長野 岐阜 静岡 愛知

現行の得点 41.4 49.4 58.5 54.5 48.2 67.8 46.9 42.0 46.4 44.5 47.2 35.8 53.1 44.0 58.0 61.0 56.8 53.4 58.4 54.5 46.0 51.7 47.1

案①の得点 50.3 49.2 65.3 56.0 46.8 69.3 45.8 41.1 44.4 47.4 49.8 36.6 52.7 44.2 60.6 62.5 59.3 54.3 57.9 55.1 50.4 52.4 47.7

現行と案①の
得点差

9.0 -0.2 6.8 1.6 -1.4 1.5 -1.2 -0.8 -2.0 2.9 2.7 0.8 -0.4 0.2 2.6 1.5 2.6 0.9 -0.6 0.6 4.3 0.6 0.6

案②の得点 43.1 49.5 57.5 53.5 47.5 68.0 46.3 42.6 45.8 44.9 47.8 35.8 53.3 45.4 59.2 60.6 56.8 53.4 58.7 54.7 45.7 51.7 47.0

現行と案②の
得点差

1.7 0.1 -1.0 -1.0 -0.8 0.2 -0.7 0.6 -0.6 0.4 0.7 0.0 0.2 1.4 1.2 -0.4 0.0 0.0 0.3 0.2 -0.4 0.0 -0.1

三重 滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山 鳥取 島根 岡山 広島 山口 徳島 香川 愛媛 高知 福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 沖縄

現行の得点 57.9 57.0 47.7 39.1 48.2 43.6 45.1 48.0 58.1 42.9 46.5 47.3 46.6 42.6 56.0 54.8 40.8 45.6 53.7 55.0 67.4 43.6 49.8 46.2

案①の得点 58.0 57.3 50.0 38.6 46.7 50.4 43.8 45.0 58.9 47.5 44.4 47.2 45.6 42.1 54.4 51.0 42.3 42.5 45.9 47.7 61.4 38.6 42.9 48.8

現行と案①の
得点差

0.0 0.3 2.3 -0.5 -1.5 6.9 -1.3 -3.0 0.8 4.6 -2.1 0.0 -1.0 -0.6 -1.6 -3.9 1.6 -3.1 -7.8 -7.3 -5.9 -5.0 -6.9 2.6

案②の得点 57.8 56.3 48.0 39.8 48.1 42.7 44.8 47.2 57.8 44.3 45.9 46.6 47.0 42.5 56.8 54.6 41.5 45.5 53.4 54.7 68.4 43.2 49.1 45.2

現行と案②の
得点差

-0.1 -0.8 0.4 0.7 -0.1 -0.9 -0.3 -0.8 -0.3 1.5 -0.6 -0.7 0.4 -0.2 0.8 -0.2 0.8 -0.2 -0.3 -0.3 1.1 -0.4 -0.7 -0.9

（３－３）【指標１】特定健診等の実施率
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１．縮小・中止した業務

（１）内容：対面による特定保健指導（協会保健師等）、協会主催の集団健診
（２）期間：令和2年2月25日から令和2年5月31日まで

２．令和元年度実績への影響

○特定保健指導実施率の分母は、特定保健指導対象者が健診を受診できなかったことによって、影響が出る。
○特定保健指導実施率の分子は、特定保健指導対象者に対し、対面による最終評価は実施できなかったが、電話等により最終評価を実施した。

（実績算出方法：特定保健指導対象者のうち、特定保健指導最終評価終了者数）

（４－１）【指標２】特定保健指導の実施率

＜特定保健指導時私立の算出時の対象者＞
分母：特定保健指導対象者（健診結果による階層化にて、特定保健指導対象となった者）

平成31年4月1日～令和2年3月31日までの健診受診者のうち、特定保健指導対象者

分子：特定保健指導最終評価者（初回面談から3ゕ月後の最終評価を行った者）
平成31年4月1日～令和2年3月31日までの特定保健指導終了者（健診当日に初回面談を実施すると、健診を受診した期間は令和元年12月までの間が対象）

３．評価方法の検討
〔現行どおり〕 分母、分子ともに平成31年4月から令和2年3月分実績で評価

・メリット ：分子について、満年度の実績値で評価ができる。
・デメリット：分母について新型コロナウイルス感染症の影響を受ける。

〔案①〕 分母、分子ともに平成31年4月から令和2年2月分実績で評価
・メリット ：新型コロナウイルス感染症の影響が出る前の実績で評価ができる。
・デメリット：分子について、令和2年3月の最終評価者が除外される。

〔案②〕分母は、令和2年3月は実績がなかったものとして、平成28・29・30年度において、3月実績が通年に占める割合を基に平成31年4月から令和
2年2月分実績に補正をかけたものと、令和元年度実績との、高い方の値により評価
分子は、平成31年4月から令和2年3月分実績で評価

・メリット ：分子について、満年度の実績値で評価ができる。
・デメリット：分母について、過去3年分の傾向が反映されるため、令和2年3月分は推計となる。
４．結論（案）

案②により評価を実施してはどうか。
〔考察〕

○現行どおりの場合、分母における新型コロナウイルス感染症の影響は、支部ごとに差異があり公平性に欠ける。一方、分子は特定保健指導の
最終評価が電話等により実施可能であるため、影響は極めて小さいと考えられる。

○案①については、分母は支部ごとの公平性は保てる。一方、分子は令和２年３月分の最終評価が反映されない。
○案②については、分母は【指標①特定健診等の実施率】と同様に補正されており、分子については、案①同様、満年度の実績値で評価ができる。

以上により、案②による評価を実施することが適当と考えられる。
なお、現行どおりの場合と案②における各支部の得点差の最大値は0.6点、最小値は、－1.1点となる。
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〔案①〕 分母、分子ともに平成31年4月から令和2年2月分実績で評価
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〔現行どおり〕 分母、分子ともに平成31年4月から令和2年3月分実績で評価
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実施率【60％】 実施率の対前年度上昇幅【20％】 実施件数の対前年度上昇率【20％】 得点
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実施率【60％】 実施率の対前年度上昇幅【20％】 実施件数の対前年度上昇率【20％】 得点

（４－２）【指標２】特定保健指導の実施率

〔案②〕 分母は、令和2年3月は実績がなかったものとして、平成28・29・30年度において、3月実績が通年に占める割合を基に平成31年
4月から令和2年2月分実績に補正をかけたものと、令和元年度実績との、高い方の値により評価
分子は、平成31年4月から令和2年3月分実績で評価【
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※緑塗潰しセル：プラスの得点差が最大、赤塗潰しセル：マイナスの得点差が最大

北海道 青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 茨城 栃木 群馬 埼玉 千葉 東京 神奈川 新潟 富山 石川 福井 山梨 長野 岐阜 静岡 愛知

現行の得点 40.6 42.3 40.3 56.7 57.4 47.4 50.9 51.4 52.6 44.6 38.2 35.7 37.7 44.2 45.8 60.9 49.6 51.2 51.6 48.7 64.1 41.6 42.8

案①の得点 40.5 41.7 40.2 56.4 55.9 47.3 54.1 52.1 52.5 45.5 37.8 37.0 38.0 45.0 46.5 60.4 49.1 51.1 51.8 49.3 62.0 42.6 43.1

現行と案①の
得点差

-0.1 -0.6 -0.1 -0.3 -1.5 -0.1 3.3 0.7 -0.1 0.9 -0.4 1.3 0.3 0.8 0.8 -0.5 -0.5 -0.1 0.3 0.6 -2.1 1.0 0.3

案②の得点 40.6 42.3 40.4 57.0 57.6 47.5 50.9 51.2 52.6 44.6 38.3 35.5 37.9 44.2 45.7 61.2 49.7 51.3 51.6 48.6 64.1 41.7 43.0

現行と案②の
得点差

0.0 0.0 0.1 0.3 0.2 0.1 0.1 -0.2 0.0 0.0 0.0 -0.2 0.1 0.0 -0.1 0.3 0.1 0.1 0.0 -0.1 0.0 0.1 0.2

三重 滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山 鳥取 島根 岡山 広島 山口 徳島 香川 愛媛 高知 福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 沖縄

現行の得点 42.0 55.4 49.7 45.0 46.6 62.9 52.3 35.0 55.8 64.1 49.3 45.0 60.9 67.9 54.1 51.2 52.2 46.1 49.0 59.8 60.0 48.1 42.6 58.8

案①の得点 41.1 54.7 49.3 45.7 47.9 63.8 50.0 35.2 57.1 62.6 50.3 42.5 57.7 68.3 56.4 51.4 53.2 44.5 48.1 59.7 60.4 48.0 42.6 59.4

現行と案①の
得点差

-0.9 -0.7 -0.5 0.7 1.3 0.9 -2.3 0.1 1.3 -1.5 1.0 -2.5 -3.2 0.5 2.2 0.2 1.0 -1.6 -0.9 -0.1 0.5 -0.2 0.0 0.7

案②の得点 41.9 55.7 49.7 44.7 46.6 63.5 52.4 35.2 55.9 63.3 49.3 44.7 59.8 67.8 54.3 51.2 52.2 46.0 48.9 60.0 59.9 48.2 42.3 58.9

現行と案②の
得点差

-0.1 0.3 0.0 -0.3 0.0 0.6 0.2 0.2 0.1 -0.8 0.0 -0.4 -1.1 0.0 0.1 0.0 0.1 -0.1 0.0 0.2 -0.1 0.0 -0.3 0.2

（４－３）【指標２】特定保健指導の実施率
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１．縮小・中止した業務

（１）内容：協会主催の集団健診

（２）期間：令和2年3月4日から令和2年5月31日まで

２．令和元年度実績への影響

○ 協会主催の集団健診の中止や健診機関の自主的な健診業務中止など、健診を受けにくい状況があり、加入者自身が健診の受診を自粛

する傾向もあった。

○ 令和元年度健診未受診者は、新型コロナウイルス感染症の影響以外にも資格喪失等があることから、新型コロナウイルス感染症の影響は

不明である。

3．結論（案）

現行どおり、平成31年4月から令和2年3月分実績により評価を実施してはどうか。

〔考察〕

○ 新型コロナウイルス感染症の影響により健診を受診できなかった受診者数は不明であり、仮に受診者数を推計しても、健診の受診結果

を推定することは困難である。

○ 令和2年3月分の自粛を含む未受診者数には地域差があるが、未受診者が仮に受診していた場合においても、実績に与える影響は、健

診結果により左右されるため、プラスになる場合もあれば、マイナスになる場合もある。

以上により、平成31年4月から令和2年3月分実績による評価を実施することが適当と考えられる。

（実績算出方法：前年度特定保健指導該当者であって、当年度に健診を受けた者のうち、その結果が特定保健指導非該当となった者の数）

（５－１）【指標３】特定保健指導対象者の減少率
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北海道 青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 茨城 栃木 群馬 埼玉 千葉 東京 神奈川 新潟 富山 石川 福井 山梨 長野 岐阜 静岡 愛知

現行の得点 44.2 41.7 41.9 46.5 41.5 55.2 58.3 42.6 57.7 48.5 35.5 42.6 48.0 39.8 53.4 32.8 34.3 56.3 35.3 50.5 55.5 56.3 51.7

三重 滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山 鳥取 島根 岡山 広島 山口 徳島 香川 愛媛 高知 福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 沖縄

現行の得点 47.2 73.7 62.0 53.8 51.2 72.9 58.7 46.8 61.2 43.4 48.1 50.2 58.9 44.6 40.7 25.2 49.2 72.1 51.6 50.5 56.0 61.2 50.4 50.7
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減少率【100％】 得点

（５－２）【指標３】特定保健指導対象者の減少率

〔現行どおり〕 平成31年4月から令和2年3月分実績により評価
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健診受診月 H30年10月 H30年11月 H30年12月 H31年1月 H31年2月 H31年3月 H31年4月 R1年5月 R1年6月 R1年7月 R1年8月 R1年9月

一次勧奨発送月 H31年4月 R1年5月 R1年6月 R1年7月 R1年8月 R1年9月 R1年10月 R1年11月 R1年12月 R2年1月 R2年2月 R2年3月

評価期間 R1年5月 R1年6月 R1年7月 R1年8月 R1年9月 R1年10月 R1年11月 R1年12月 R2年1月 R2年2月 R2年3月 R2年4月

(レセプト確認) R1年6月 R1年7月 R1年8月 R1年9月 R1年10月 R1年11月 R1年12月 R2年1月 R2年2月 R2年3月 R2年4月 R2年5月

R1年7月 R1年8月 R1年9月 R1年10月 R1年11月 R1年12月 R2年1月 R2年2月 R2年3月 R2年4月 R2年5月 R2年6月

（実績算出方法：受診勧奨を行った者のうち、受診勧奨から３か月後までに医療機関を受診した者の数）
１．縮小・中止した業務
（１）内容：医療機関への受診に係る一次勧奨文書送付対象者への支部での電話等による二次勧奨
（２）期間：令和2年４月22日から５月31日まで
２．令和元年度実績への影響

○一次勧奨の対象者に対して、支部での二次勧奨が実施できなかった。
○令和2年3月以降、加入者が医療機関への受診を自粛した。

３．評価方法の検討
〔現行どおり〕 平成31年4月から令和2年3月の間に一次勧奨をした対象者の実績で評価（レセプト確認は令和元年5月分から令和2年6月分まで）

・メリット：満年度の実績値で評価ができる。
・デメリット：加入者が医療機関への受診を自粛した影響が除外されていない。

〔案①〕 平成31年4月から令和元年12月の間に一次勧奨をした対象者の実績で評価
（レセプト確認は令和元年5月分から令和2年3月分まで：支部で二次勧奨を中止した令和2年４月及び５月等を評価の対象外とする。）

・メリット：二次勧奨業務を中止したことによる影響を除外できる。
・デメリット：令和2年3月に加入者が受診を自粛した影響が除外されていない。

〔案②〕平成31年4月から令和元年11月の間に一次勧奨をした対象者の実績で評価
（レセプト確認は令和元年5月分から令和2年2月分まで：加入者が医療機関への受診を自粛した令和2年３月から５月等を評価の対象外とする。）

・メリット：受診の自粛があった月の影響を除いて評価できる。
・デメリット：特段なし

（６－１）【指標４】医療機関への受診勧奨を受けた要治療者の医療機関受診率

４．結論（案）

案②により評価を実施してはどうか。

〔考察〕
○ 現行どおり・案①・案②について、二次勧奨は全国一律で中止したため、支部間に影響の差はない。
○ 現行どおり・案①については、加入者が医療機関への受診を自粛した影響を受ける。
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受診率【50％】 受診率の対前年度上昇幅【50％】 得点

〔案①〕 平成31年4月から令和元年12月の間に一次勧奨をした対象者の実績で評価
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受診率【50％】 受診率の対前年度上昇幅【50％】 得点

（６－２）【指標４】医療機関への受診勧奨を受けた要治療者の医療機関受診率

〔案②〕 平成31年4月から令和元年11月の間に一次勧奨をした対象者の実績で評価

北海道 青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 茨城 栃木 群馬 埼玉 千葉 東京 神奈川 新潟 富山 石川 福井 山梨 長野 岐阜 静岡 愛知

現行の得点 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
案①の得点 50.3 54.0 49.8 41.9 37.2 54.0 48.5 52.0 45.6 41.2 44.3 48.9 44.7 47.9 50.7 79.6 50.8 73.9 41.1 40.7 39.1 47.9 44.0
案②の得点 51.4 51.1 53.8 40.5 33.6 54.6 49.9 51.4 46.3 42.0 44.1 47.0 44.7 45.7 49.9 78.8 54.3 75.5 39.1 39.3 39.7 48.3 44.5
案①と②の
得点差

1.2 -2.9 4.1 -1.4 -3.6 0.6 1.3 -0.5 0.7 0.8 -0.2 -1.8 0.0 -2.2 -0.8 -0.8 3.5 1.6 -2.0 -1.4 0.6 0.4 0.5

三重 滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山 鳥取 島根 岡山 広島 山口 徳島 香川 愛媛 高知 福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 沖縄

現行の得点 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
案①の得点 62.1 44.6 48.0 48.3 49.5 43.9 64.2 50.0 52.0 57.8 53.0 49.2 54.5 61.1 51.8 42.8 67.9 53.6 45.3 49.7 30.2 54.1 43.2 45.1
案②の得点 57.4 47.2 50.3 48.3 51.7 47.6 65.9 47.4 53.4 58.9 51.6 50.1 52.4 57.8 51.9 44.0 66.3 52.8 50.0 49.5 29.4 54.6 42.7 43.1
案①と②の
得点差

-4.6 2.6 2.4 -0.1 2.2 3.7 1.7 -2.7 1.3 1.1 -1.4 1.0 -2.1 -3.2 0.1 1.1 -1.5 -0.8 4.7 -0.2 -0.8 0.5 -0.5 -2.0
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（実績算出方法： 後発医薬品の年度平均使用割合）
１．縮小・中止した業務

（１）内容：見える化ツール等を活用した医療機関・薬局への訪問による情報提供
※ 見える化ツールとは、 個別の医療機関（薬局）におけるジェネリック医薬品の処方（調剤）割合等を見える化したもの。

（２）期間：令和２年２月28日から５月31日まで
２．令和元年度実績への影響

○医療機関・薬局にジェネリック医薬品の使用についての理解を広げ、医療機関・薬局におけるジェネリック医薬品の使用を促進する機会を逸し
た。

○令和2年3月以降、加入者が医療機関への受診を自粛した。
３．結論（案）

現行どおり、平成31年4月から令和2年3月分実績により評価を実施してはどうか。

〔考察〕
○見える化ツール等を活用した医療機関・薬局への訪問による情報提供は、全国一律で中止したため、支部間に影響の差はない。
○加入者が医療機関・薬局でジェネリック医薬品の処方を受ける機会は阻害されていない。
○ジェネリック医薬品の使用割合は、4～3月の使用数量の平均を用いて評価を行うため、令和2年３月の使用数量に影響があったとしても、全体に

与える影響は限定的である。

以上により、平成31年4月から令和2年3月の実績により評価を実施することが適当と考えられる。

（７）【指標５】後発医薬品の使用割合

北海道 青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 茨城 栃木 群馬 埼玉 千葉 東京 神奈川 新潟 富山 石川 福井 山梨 長野 岐阜 静岡 愛知

現行の得点 55.5 52.3 62.2 61.9 56.7 60.1 60.6 46.4 49.0 47.7 49.1 49.4 47.7 46.9 58.2 55.9 47.6 45.0 63.3 46.2 42.1 47.7 42.6

三重 滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山 鳥取 島根 岡山 広島 山口 徳島 香川 愛媛 高知 福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 沖縄

現行の得点 43.4 50.9 41.0 40.0 45.6 31.2 35.7 53.1 61.7 48.8 45.6 48.0 33.8 39.4 42.1 39.5 51.3 54.2 59.7 59.7 44.3 55.5 56.7 74.4

【
得
点
】

〔現行どおり〕 平成31年4月から令和2年3月分実績により評価

【
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計
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使用割合【50％】 使用割合の対前年度上昇幅【50％】 得点
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減算分 減算後 全国平均（＝加減算前） ※ 得点 ＝ 偏差値－偏差値中央値 加算率0.007（※2）

【
総
得
点
】

５つの評価指標の採用案の総得点及び各評価指標の全国平均との差

【
各
評
価
指
標
の
平
均
と
の
差
の
合
計
】

（８）５つの評価指標の採用案のデータを用いた実績
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※1 2.189％とは、令和元年度決算における総報酬額及び後期高齢者支援金の額を基に仮に算出した後期高齢者支援金の料率である。
※2 令和3年度（2021年度）保険料率に係るインセンティブの保険料率は、令和元年度（2019年度）総報酬額の実績に0.007％を乗じて令和3年度総報酬額の見込み額を除して計算する。本集計においては、計算のためのデータ

がないため、0.007％としている。（詳細は、「平成30年3月20日開催 第91回運営委員会資料 資料３」に掲載。）
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（９）今後の方向性

１．令和元年度実績の評価方法等について

○９月１５日に開催した運営委員会において、新型コロナウイルス感染症の拡大による協会の業務の縮小・中止等や受診の自粛等の

影響があったことを踏まえ、令和元年度実績の評価方法等について、協会から以下の２点を提示し、議論を行いました。

①令和元年度実績を令和３年度保険料率に反映する際に、インセンティブ分保険料率として、後期高齢者支援金に係る保険料率

の中に、0.007％を当初方針どおり盛り込むこと。

②新型コロナウイルス感染症の影響を最小限に抑えられる評価方法案により評価すること。

○支部においては、１０月中旬から１１月上旬の支部評議会においても、上記の２点について議論をお願いしたい。

○１１月に開催予定の運営委員会において、評議会意見及び９月運営委員会の議論を踏まえた評価方法案等と令和元年度実績（確

定値）をお示しし、評価方法等を決定する予定です。

２．令和２年度実績の評価方法等について

○インセンティブ制度の令和２年度実績（特定健診・特定保健指導の実施率等）については、新型コロナウイルス感染症の影響で、地域

により大きな差が出ることが見込まれる。このことから、令和２年度実績の評価方法の検討に当たっては、厚生労働省に置かれた健康

保険組合・共済組合の加算・減算制度の検討会での議論や地域での実施状況等を注視していきたい。

○なお、令和２年度実績を令和４年度保険料率に反映する際に、後期高齢者支援金に係る保険料率の中に、インセンティブ分保険料

率（0.01％）を予定どおり盛り込むかについては、改めて検討する必要がある。

３．令和３年度の評価指標等について

○インセンティブ制度の令和３年度の評価指標について、令和元年１１月・１２月の運営委員会では、制度を開始したばかりであり、制度

の安定性や評価の整合性を確認する意味でもしばらく静観し、数年後に見直しを検討することが適当との意見でまとまったため、現

状維持としたい。
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